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本稿の目的は， クラブやクラブ財の考え方が

現在の消費者需要理論の重要部分を占めるにい

たった理由を明確にし，ついでクラブ・モデル

の一般的定式化を示すことである。まず，消費

者需要理論にクラブやクラブ財の概念が導入さ

れるにいたった直接の基礎には，公共財の概念

とその分析があることに注意しなければならな

い。公共財は，個別主体が独立しておこなう意

思決定によるのでなく，社会的・集団的意思決

定機構をつうじて，競争的市場にみられるよう
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な個別的報償原則が適用されない仕方で供給さ

れ，需要される財である，と通常定義される。

公共財の需給機構のこのような特殊性は，また

公共財が，その提供ならびに消費にさいして非

排除性と非競合性の性質をそなえていることと

不可分であると考えられる。しかし，この定義

にもかかわらずこれまで公共財の概念が，経済

理論のなかで妥当な仕方でとらえられ，明確な

分析対象とされていたかどうかはきわめて疑わ

しいといわざるをえない。これまでの公共財概

念と公共財分析における不明確さがどのような

ものであるかは以下に説明されるが，その主た

る原因は公共財の定義そのもののなかにあると

いえる。つまり，上に示したような公共財の定

義や性格規定は，いわば理念的命題の組合わせ

に止まっており，それらは，公共財を真の意味

で評価可能な具体的生産物フローとして経済循

環のなかに位置づけるのに十分なものでなかっ

たのである。

公共財の概念規定を検討しようとするにあた

って，まず次のいくつかの概念および数量（ま

たは金額）を区別しなければならない。

(A) 当期間に新規に建設される公共的施設の

数量または価額。例として一定の規模と設備を

もった公園あるいはその建設費をあげることが

できる。その規模を簡単にXであらわすことに

する。また，金額表示の必要があるときは，価

格 Pxを乗じて PxXと書くことにする。

(B) (A)の施設（公園）の利用によって提供さ
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れるサービスの数量また価額。例として(A)の公

園の利用によって提供されるサービスをあげる。

その数量あるいは金額を Sxで表示する。 Sxに

ついては，次の 3つの数値が区別される。

Bl． その公園が住民にたいして提供するこ
とが可能なサービスの最大限度。これを S}で

あらわす。

B 2. その公園の一定期間における実際の入

場者の延人数（または延時間数）。 これを S灸

であらわす。

B 3. その期間における公園の管理・維持の

ための費用総額。これを S¼ と記す。

このように概念を整理することによって明白

に示されるのは，上記の(A)の公共施設xとその
利用によって提供されるサービス(B)である Sk,

S灸，あるいは S¼ とは，すべて異なる数量（た

だし S¼ だけは金額表示）である，ということ

である。これらは，公共財の分析において厳密

に区別されるべきであることはいうまでもない。

にもかかわらず従来の公共財の理論においては，

これらの数量間の区別が失われているのが通常

である。具体的にいえば，これらの数量が無差

別に施設量Xで代用されることが多いのである。

また公共財は，公共支出 (publicexpenditure) 

と同一視されている場合も少なくない。 （サミ

ュエルソン［8〕,(9〕，および〔10〕を参照）公共支出

は，われわれの記号では PxX+S¼ とあらわさ

れる。現実の国民所得統計（あるいは国民経済

計算）においては，この金額をもってその期間

の公共サービスの評価額とみなしているのが通

常である。しかし，理論上はあくまで S灸を公

共財（公共サービス）の生産量として識別しな

ければならない。このことを次に，これらの数

量の，公共財理論における一般的役割をたしか

めることをつうじてあきらかにしたい。

第 49巻第 1• 2号

まず公共財の需要面をみるために，その社会

の平均的個人の効用を表示することを考えよう。

その公共施設（公園）の利用者数をnで示し，

利用者1人当りの公園入場回数または入場時間

をVで示せば，定義上，

S灸＝nv

である。平均的個人の効用を U と書くならば，

Uはどのような変数の関数であるとみられるで

あろうか。ただしここでは，私的財と公共財

（公園のサービス）がそれぞれ1種類しか存在

しないとする。このとき変数は，個人が消費す

る私的財の数量 Y,公園の規模X, 1人あたり

公園利用時間 v，および公園の社会的総利用時

間nvである。つまり個人の効用 Uは，

u=u(X, y, v, nv) =u(X, y, v, S灸）

となる。ただし，最後の変数 nv~ま，混雑指標

であるため U は S灸の狭義減少関数となるこ

とに注意する。

これにたいして公共施設の供給側の条件は，

生産可能性をあらわす変換制約式のかたちで示

される。いま， X以外にただ 1種類の私的財が

存在するとし，その総量が Yで示されるならば，

与えられた資源と生産技術のもとでのXの生

産は，変換制約式（これを関数Fであらわす）

にしたがってなされるであろう。すなわち，こ

の条件は，

F(X, Y)=O 

と書かれる。ただしこの社会の住民総数をNと
N 

書けば， Y=I;Nyである。このように公共財
i=l 

S灸の需要とと公共施設 Xの供給は，共通の変

数によっては表現されないことがあきらかであ

る。それでは，これらの公共財や公共施設に関

連のある諸変数（諸測定値）が相互に代替的に

もちいられる場合があるであろうか。結論をい

えば，これらの本来異なる測定値が相互に代替
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的にもちいられることが許されるためには，次

に示す前提が満されることが必要である。その

前提は，

「施設 Xは，住民全体が混雑を全くおこすこ

となく同時に利用できるという意味で純粋公共

施設であり，かつそれは，能力の限度まで常に

利用されている。」

ということである。

この前提のもとでは Si,とS灸は等しい値を

とり，それらはXの増加関数である。つまり，

S}=S灸＝S灸(X)

と書かれる。このときは， S}もXだけの増加

関数となるので公共支出を s~ と書くならば，

これをやはり Xの増加関数としてあらわすこと

ができる。つまり，

Sヤ＝PxX+S}(X)=S3c(X) 

となる。 こうして， この条件のもとでは S},

S灸， S}， および s3cはすべて Xにたいして直

接に単調に関係づけられることになるのである。

また，完全利用状態にある純粋公共施設とい

う仮定のもとでは，個人の効用はどのようにあ

らわされるであろうか。純粋公共施設の利用に

さいしては混雑現象は生じないために，効用関

数の第4の変数 S灸は削除されてよい。利用者

数nは，この場合住民数N （定数）に等しいか

ら n=Nであり，第 3の変数 VVま，

v=S灸(X)/N

とあらわされる。そこで個人の効用は結局Xと

yだけの大きさに依存することになり，この関

係は，

u=u(X,y,S灸(X)/N)=u(X,y)

と書くことができる。

公共財からクラブ財ヘ

以上の説明からあきらかなように，公共施設

が住民全員によって同時にかつ完全に利用され

る場合に，そしてその場合にかぎって，公共財

を公共施設あるいは公共支出で代替する分析方

法が承認される。この条件をかなりの程度まで

満すと考えられる公共財の例としては，国防，

裁判，防疫などをあげることができるであろう。

しかし，それらの公共サービスについても利用

の範囲と強度は，住民数とサービス提供能力に

たいして 100%であるとはいい難いかも知れな

ぃ。したがって，一般の公共財の場合は，非排

除性と非競合性はきわめて不完全にしか認めら

れないのが通常である。また仮りに，ある公共

財あるいは公共施設が非排除的かつ非競合的性

質を備えているとしても，一般の経済的諸条件

のもとでつねに上述の意味での完全利用が実現

しているとは考えられない。つまり通常の状態

では， 上記の記号で S灸<Sl,と n<Nが成立

しているのであり，むしろ S灸と nは，それら

自体が経済主体の最適化行動の結果として決定

されるべき， Xとならぶ変数でなくてはならな

し、

こ゚のような一般的性質をもつ公共財の需要と

供給を分析するためには，純粋私的財と純粋公

共財という両極例 (polarcases)だけでなく，そ

の中間のあらゆる程度の公共性をもつすべての

型の公共財を包含する財貨・サービス概念と，

それらを統一的立場から分析しうるモデルを確

立することが必要となるのである。本稿で説明

するクラブ財の概念は，このような意味で公共

財と私的財をいわば無差別に，一般的に包含す

るために導入される概念である。クラブ財の考

え方によれば，私的財といい，公共財といいす

べてクラブ財の特定の状態をさしたものとして

解釈される。私的財と公共財という別種の財が

存在するわけではなく，その財（実際上はサー

ビスであるが）を消費する行動がどのような外
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部性をもつかにしたがって私的財と公共財の区

別が生じるのである。したがって同一の財が，

消費者の所得水準や嗜好の変化とともに公共財

から私的財に（あるいはその逆に）移行するの

は通常認められる現象である。 （ブキャナン［1〕

参照）。

私的財と公共財の区別が，消費者の合理的行

動の結果として生じる，いわば事後的分類であ

る以上，消費行動においてこの区別を支配する，

ある普遍的因子が分析の対象として導入されな

ければならないことがあきらかである。この普

遍的因子こそ消費の外部性そのものであり，こ

れは具体的にいえば，消費における共用グルー

プ (sharinggroup)の形成をさしている。この

共用グループは一般にクラブとよばれており，

このクラブの形成における最適性をもとめる理

論がクラブ理論にほかならない。

クラブ理論の展開は，以下本稿で詳細に論じ

るように，主としてプキャナン，バーグラスな

どの貢献（末尾の参考文献など）にもとづいて

いる。このクラブ理論の展開のなかでもっとも

強く示唆された問題点は，消費者需要理論全体

を， この最適共用グループ形成 （クラブ形成）

を基礎におくことによって解釈しなおすという，

いわば発想の転換であった。このあたらしい解

釈にしたがえば，すべての消費対象は，例外な

くクラブ・サービス（クラブ財）としてとらえ

られることになる。 •のことは，あるク
ラブ・サービスが私的サービス（私的財）であ

るか，公共サービス（公共財）であるかの区別

は，そのクラブ・サービスに対応して形成され

るクラブの最適成員数が少ないか多いかによっ

て量的に示されるにすぎないことを意味するの

である。

1. 消費の外部性とクラブの概念

伝統的消費者需要理論の公理

生産活動および消費活動における完全排除性

（または完全単独性）は，伝統的消費者需要理論

における公理的基礎であると考えられる。この

ことを詳細に説明しよう。生産と消費における

完全排除性の内容をなすものは，生産プロセス

の技術的安定性と消費活動における孤立性の 2

点であり，伝統的消費理論はこれらのことを無

意識のうちに，いわば公理として受け入れ，そ

れに全面的に依存してきたといってよい。しか

し，生産活動，生産物および消費活動の現代的

多様化とそれにもなう関連諸概念の整備・拡張

がもたらす当然の結果として，これらの伝統的

消費理論の公理は大きく修正され，場合によっ

ては除去されねばならないこととなったのであ

る。

(1) 生産プロセスの技術的安定性。これは，

ある生産プロセスが生産可能性集合というかた

ちで表示されるとき，現実の生産活動がその集

合に含まれる有効点かあるいはそれに近いとこ

ろでおこなわれることであると定義されるであ

ろう。この意味での生産プロセスの技術的安定

性が一般的にみて成立しないようなサービス生

産の例は多い。運輸サービス， 政府サービス

（これには， 一般行政サービスのほか裁判， 警

察，教育，保健などの目的別の政府サービスが

すべて含まれる）などの生産プロセスはその例

である。生産物である運輸サービスは，輸送人

キロ（あるいはトンキロ）を物的単位として測

定することができる。そしてその生産プロセス

における投入物は，労働，原材料となる各種資

材，および資本サービスである。このような投

入産出関係を生産可能性集合のかたちでとらえ
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る場合，そこにどのような特徴がみられるであ

ろうか。まず，この生産可能性集合は，通常の

生産プロセスの場合とは異なり，明確な境界を

もたない。次に，この場合現実の生産活動は，

その生産可能性集合の有効点またはその近くで

なされるとはかぎらず，むしろそれからかなり

ヘだった位置にあることが多いといわねばなら

ない。政府サービスの生産プロセスの場合は，

技術的安定性はさらに大きく損われていること

がわかる。つまり，政府サービスの生産プロセ

スにおける経常投入は，公務遂行に必要となる

経費をさすのであるが，それには文具，電力，

運輸サービス，通信サービスなどの中間生産物

の投入に加えて，庁舎の賃貸サービス，公務員

の労働といった本源的サービスの投入が含まれ

る。これに，産出物としての多種多様な政府サ

ービスの数量を対応させることにより，これら

の生産プロセスにおける生産可能性集合を考え

ることができる。そして，このような生産可能

性集合に含まれる現実の生産プロセスが，上述

の意味できわめて安定性を欠くことは明白であ

る。

(2) 消費活動における孤立性。これは，経済

主体が，任意の財貨・サービスの一定量を消費

するにさいして，その消費対象を他の主体に先

んじて単独で排他的に確保し，それを消尽する

ことをさしている。しかし，この消費活動の孤

立性（または排他性）は現実には成立しないこ

とが少なくない。つまり消費主体がある種のサ

ービスを消費するにさいして，他の主体が同一

のサービスを同時平行的に消費することを阻止

できない場合がきわめて多いということである。

上記の運輸サービスや政府サービスの消費の例

をみてもこのことはあきらかである。これらの

サービスは，ある特定の個人が独占的，排他的

に消費することは考えられず，他の多数の個人

による同時的消費活動を拒否しえないのである。

具体的にいえば運輸サービスの場合は，自分以

外の多数の乗客が同時に乗り込むことを覚悟し

なければならず，政府サービスの場合には，官

庁，学校，公園などによって提供される各種の

サービスは，すべての住民にとって利用可能と

されているのである。この事実が，個人の消費

活動の孤立性を否定するものであることはいう

までもない。この現象をわれわれは，個人の消

費活動における共同性または集合性 (collective-

ness) とよぶことができるであろう。

消費の外部性（消費の公共性）

上に示した，生産プロセスの技術的不安定性

と消費活動の共同性という現象のもつ共通の特

徴は，経済活動の当事者の行動が，その支配の

およばない第 3者の行動によって強い影響をう

け，しかもその影響が伝統的な生産関数あるい

は効用関数によっては表現されないものである

という点にみられる。つまりこのことは，生産

活動と消費活動における外部性をあらわすので

ある。容易に理解されるように，この外部性は，

生産活動と消費活動の接触点において発生して

いるのであるがわれわれは，これを「消費の外

部性」という言葉でよぶことにする。

この消費の外部性を具体的に表現するために

通常もちいられる指標には2つのものがある。

それらは，外部性をもつ消費の対象となるサー

ビス，あるいはそのサービスを消費する行動に

ついて認められる 2つの性質，すなわち非排除

性と非競合性である。 (a)消費における非排除性

(non-excludability)とは，生産物としての財貨・

サービスの消費にさいして，同一の消費対象を

多数の個人が同時に享受することが可能であり，

かつ不可避的であるという現象をさしている。
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また場合によってはそれは， その排除不可能性

の度合の数量的表示である。 (b)消費における非

競合性 (non-rivalry)とは， 同種の消費対象を

多数の個人が同時に享受するとき，それにもか

かわらず消費主体の満足がある程度不変に保た

れるという現象またはその度合のことである。

同種のサービスを多人数で共同で消費するにも

かかわらず個人の満足がある程度不変に保たれ

るのは，そこに強度の混雑現象 (congestion)が

生じないためであると解釈される。 しかし，共

同消費者の人数が増大するについて，生産プロ

セスの技術的条件が一定であるかぎり個人の満

足は低下するのが普通である。この現象あるい

はその度合が混雑であり，

し‘o

では，

したがって混雑は非

競合性を裏からとらえた概念であるといってよ

消費の外部性（以下では「消費の公共性」と

いう言葉もこれと同義にもちいられる）を， こ

れら 2 つの指標ー一非排除性と非競合性ー~を

組合わせることによって図示してみよう。図—1

これら 2つの指標が水平軸と垂直軸にそ

れぞれとられており，それらの大きさが矢印の

方向に変化していくことを示している。消費の

xI 
...... 

完全非競合

外部性（公共性）は，図の左下から右上にすす

むにつれて程度の高いものとなる。すべての消

費活動は，左下の純粋私的消費 (0点で示され

る）から右上の純粋公共的消費 (X点で示され

る） までの空間，つまりこの長方形のなかに分

布していることになる。ただしここで注意すべ

きことは， この外部性（公共性）

かへの消費活動の位置づけは，消費の対象とな

る財そのものの固有の性質にもとづいて定まる

のではないという点である。同種の財であって

もそれが提供される技術的条件や社会的環境が

異なるならば，

の長方形のな

この長方形の中で異なる位置を

占めると考えねばならない。

このことを具体的に示すために，特殊な例で

はあるがたとえば教育サービスをとり上げてみ

よう。まず専属の家庭教師による個人教授の場

合はどうであろうか。他の生徒の参加を認めな

い1対1の授業である以上， この教育サービス

は完全排除性をもつ。そしてその授業が特殊な

教育法によるものであるとすれば， 他の生徒が

参加する場合はその教育効果は大幅に失われ，

最初の生徒は，その教育サービスからえられる

満足を完全に失なうことになるであろう。 した

X 
•• 

純粋私的消費

非
競
合
性 公共性

費消勺h
 
共公卒床噂

茎

排

除

合

0

競全完

非排除性 完
全
非
排
除

O' 

図ー1 消費の外部性
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がって，このサービスの消費は完全競合性（完

全混雑性といってもよい）をもつ。つまりこの

消費は，もっとも低い外部性（公共性）をもっ

ものとして分類され，図の0点を占めるであろ

う（純粋私的消費）。 次に，別の状況のもとで

これと同一の教育サービスが社会に広く公開さ

れ，たとえばテレビの公開講座にとり入れられ

るとしよう。その場合，このサービス消費は万

人にとって利用可能なものとなり，しかも混雑

現象も免かれていることになる。つまりこの消

費は，純粋公共消費 (X点）に分類されるので

ある。次に，この公開講座が，なんらかの理由

によって，特別な個人にしか理解できない言語

（そのような言語が存在するとして）で放映され

ることになったと考えよう。その場合は，この

教育サービスは，依然として混雑をひきおこさ

ないという点で完全非競合性を保持しているが，

特定の 1人（おそらくその番組製作者）以外は，

その消費から排除されてしまったのである。そ

こでこの消費は，一転して X'点に分類される

ことなる1)。 最後に，この公開講座でふたたび

その社会の全員に理解できる言語が使用される

ことになり，その一方で教材としてこれから実

施される入学試験（あるいは国家試験）の問題

（極秘であるべき）がとり上げられるとしよう。

このような教育サービスの消費は，あきらかに

完全非排除性をもっている。しかしそのような

情報からえられる満足は，多人数が消費者とし

て参加することにより完全に失われてしまう。

つまりこの種のサービスの消費は完全競合的で

1) サミュニルソンは，この場合を説明する目的で
解読機 (descrambler)をもちいてのみテレビ放送

を楽しむことができるような有料テレビ放送の例
をあげたことがある（サミュニルソン〔H〕,p.335を
参照）。サミュニルソンのこの例は，われわれのX'

点に近い位置の消費をあらわしているとみられる。

あり， 0'点の近くに位置することになる。

上の説明は，すべて架空の例によるものであ

り，現実性に全く乏しいが，これによって通常

の消費が，この長方形のどこかに位置を占める

こと，そしてその位置は，財貨・サービスその

ものの物的性質だけによって決定されるのでは

なく，それが提供され消費される形態と消費者

の収入，嗜好などに依存して定まることがわか

るであろう。

クラブ・クラブ施設・クラブ財

消費の外部性を考慮に入れた場合，伝統的消

費者需要理論がどのように改革されねばならな

いかを検討するのは興味ぶかい課題である。こ

の問題の考察にすすむ準備としてますわれわれ

は，消費の機構と対象を消費の外部性をとり扱

うのにふさわしい仕方でとらえなおし，またそ

のためにいくつかの新しい概念を導入すること

が必要となるのである。その場合中心的な役割

をはたすのは， クラブ， クラブ施設，およびク

ラブ財（クラブ・サービス）の概念である。す

でにみたように，消費活動はその外部性（公共

性）の度合によって私的消費と公共的消費に分

類されるが，それにともなって消費の対象とし

ての財貨・サービスが私的財と公共財に大別さ

れる。 とくに純粋私的消費（図一1の0点）に

対応する財貨・サービスが純粋私的財とよばれ，

他方純粋公共的消費（図ー1のX点）の対象とな

る財貨・サービスが純粋公共財と名づけられる

ことはよく知られている。しかし近年，このよ

うないわば2分法ともよぶべき，消費活動とそ

の対象物の概念区分を撤去し，より一般化され

た観点から消費の外部性と財貨・サービスの分

類をとらえなおすことによって消者費需要理論

の新分野を開拓する試みがなされるようになっ

たことが注目される。それは，私的消費と公共
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的消費を統一的に解釈する手段として，クラブ

処理 (clubarrangement)の考え方を導入する

ことであるが，その基礎となる見解は以下のよ

うに説明される。

消費の外部性のあり方には，図—1に示される

ように多くの可能性があり，したがって消費を，

私的消費と公共的消費という質的に異なる 2種

類に分類することは適切ではない。共同消費か

ら生じる外部性は，すべての消費のもつ共通の

特性であり，私的消費と公共的消費の区別は，

消費に含まれる外部性の多少によって生じるい

わば量的な差にすぎないのである。この考え方

によれば，すべての消費活動は，財貨あるいは

施設の複数個人による共同利用のかたちでとら

えられ，その結果任意の個人の効用は，必然的

にこの外部性の影響を受けることになる。つま

りすべての消費は，多数の個人による同一の種

類のサービスの共同消費であり，この意味で，

消費されるサービスの種類ごとに，ある数の個

人からなる異なる共用グループが対応するので

ある。このグループ形成は，消費者の合理的行

動の一環としてなされるものであり，この個人

の集団をクラブとよぶ。

こうして，すべての種類，あらゆる形態の個

人消費はクラブをとおしてなされることとなり，

すべての消費対象はクラブ財として解釈される

のである。このように定義されるクラブ財は，

私的財と公共財をともに含む概念であり，両者

のもつ特性を一元的に表示するものであること

が注目されねばならない。つまり私的財と公共

財の区別は，共用グループの規模の差として示

されることになる。クラブ財の共用グループの

成員数が 1である場合，このクラブ財は純粋私

的財であり，グループの成員数がその共同社会

の全人口に等しいとき，そのクラブ財は純粋公

第 49巻第 1・ 2号

共財とよばれるのである。この両極端を除く中

間のクラブ財は，一般クラブ財とよんでよいで

あろう。また，クラブ財を生み出すために必要

となる，本源的要素サービス以外の必要投入

（建物，設備，機械，原材料，中間生産物として

のサービスなど）を一括してクラブ施設 (club

facilities)とよぶことにする。 したがってクラ

ブ財消費は，外見上はこのクラブ施設の多数個

人による同時利用というかたちをとる。そして

クラブ施設のうち純粋私的財の提供のために使

用されるものを私的施設，純粋公共財の提供の

ために使用されるものを公共的施設とよぶ。

このようなクラブ消費（外部性を考慮する場

合，すべての消費がこのように名づけられる）

の考え方は，現実には存在しない架空の集団を

消費の媒体として設定しようとしているという

意味では一種の虚構であると考えられよう 2)。

また，クラブ消費は，すべてクラブをとおして

提供される，施設の利用というかたちをとるた

めに，その対象となるクラブ財は，私的財をも含

めて，すべて財貨でなくサービスから成り立っ

ていると考えるのが自然であろう。したがって，

以下の説明をつうじて私的財，公共財を含めて

クラブ財とクラブサービスは同義の概念である。

クラブ・サービス（クラブ財）の考え方を明

確にする目的でここで具体的な例をあげること

にしよう。クラブ・サービスを生み出すべきク

2) ここで一般的に定義されるクラブは，すべて現
実には存在しない架空の集団であると考える必要
はない。ここで述べるクラブと同種の個人の集り
が現実に形成される可能性は，もちろん存在する。
そのようなクラブは，ある施設の管理・操業をそ
の成員の負担において閉鎖的におこない，その利
用を成員によって独占するために組織されるグル
ープであるとであると考えられる。クラブには，
その成員を特定の個人に限定するもの（記名式ク
ラブ）と成員の特定化をおこなわず，発行した一
定数の利用カードなどによって資格を認めるもの
（無記名式クラブ）の 2種類がある。
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ラブ施設の例として，食料品，水泳プール，ぉ

よび消防ヽンステム（消防自動車，警報装置など

を含む）の 3つを考える 3)。（l)まず，食料品の

場合。その購入と消費は各消費者によって個別

になされるために，共同消費の必要はなく，し

たがってこの消費は外部性を完全に免かれてい

る。しかし， クラブ理論においては食料品もま

たクラブ施設であり，食料品の消費は，各消費

者がみずから運営する成員数1のクラブをつう

じて提供されるサービスの利用として解釈され

ねばならない。これが純粋私的財の場合にあた

るのはことわるまでもない~ (2)次に，第3の消

防システムの場合。これによって生み出される

消防サービスは，クラブ・サービスの特殊なも

のとしての純粋公共財である。このクラブの成

員数は，その社会にぞくする個人の総数と一致

する。ただ正確にいえば，その共用グループの

規模が社会全体にくらべてはるかに小さく，た

とえばそのなかの地域の住民と一致するという

場合は，この公共財はとくに地方公共財 (local

public goods) とよばれることがある。 (3)最後

に水泳プールの場合は，想定されるクラブの成

員数は前2者の中間であり，したがってそのク

ラブによって提供されるサービスは，一般クラ

ブ財であるということができる。

2. ブキャナン型クラブ理論の展開

クラブ理論

財貨・サービスの複数個人による管理・利用

のためのグループであるクラブについて最初に

理論的考察を加えたのは，ブキャナン (M.

Buchanan)であった。かれは， 1965年その論文

3) 正確にはこれらの設備をもちいる操業に必要な，
本源的投入以外の経常的投入をすべて施設に含め

て考えねばならない。

「クラブの経済理論」［1〕によって， この問題の

考察に理論的端緒を与えたのである。それまで

は，財貨・サービスの公共性の考察においては，

公共性そのものが消費対象としての財貨・サー

ビスにとっていわば所与の属性であると考えら

れていたのにたいして， クラブ理論の出現は，

この公共性自体を理論の内部に位置づける考え

方を提示したのである。その意味でブキャナン

の貢献は特別な注目に値するのであり，われわ

れもクラブ理論を検討するにあたってブキャナ

ン論文の要旨をまず理解することが必要となる。

以下われわれは，ブキャナンに依拠しながらク

ラブ理論の基礎的考え方を述べることにする。

すべての財貨・サービスの一方の極に純粋私

的財が位置し，他方の極が純粋公共財によって

占められるという考え方は，サミュエルソンが

純粋公共財の需要にかんする周知の性質4)を導

びいて以来一般に承認されているものである。

しかしこのことは，両極に位置する財貨・サー

ビスー一純粋私的財と純粋公共財ー一の需要問

題だけが分析可能であり，それらの中間にある

一般公共財については有効な需要法則を求める

ことができない，という結果を生んだ。このよ

うな需要分析の不備と限界が，ブキャナンによ

って「サミュエルソン・ギャップ（Samuelson

gap)5)」とよばれたものにほかならない。 かれ

は，この理論的ギャップを埋めるためには，公

共施設の所有・管理とそれから発生する公共サ

ービスの利用を集団的におこなう間題を取り扱

いうるような理論的枠組みを考案することが必

要であると主張した。ブキャナンは，この新し

い問題設定を公共施設と公共サービスの「所有ー

消費にかんする自治社会的あるいは集合的処理

4) サミュニルソン［8〕,pp.387 "-'388.参照。

5) ブキャナン〔I〕,p.1参照。

- 53 -



経済学研究

(communal or collective ownership-consumption 

arrangements)」と名付けたのである。そしてか

れは， クラブを，このような処理をおこなう会

員制の団体であると定義し，「クラブの理論」こ

そ消費者需要理論におけるサミュニルソン・ギ

ャップを埋めるべき「失われた環(missinglink)」

であるとした。

このように，クラブをすべての消費活動にさ

いして想定される媒介手段としての団体である

と考える場合，クラブ理論の中心的課題の 1つ

は，各クラブの規模（成員数）がどのようにし

て決定されるかを考察することでなければなら

ない。この理論においては， クラブ成員数は消

費者の最適化行動の結果として導びかれること

になる。これは，クラブ・サービスとしての消

費対象が，純粋私的サービスであるか，純粋公

共的サービスであるか，またはそれらの中間の

性質をもつサービスであるか，は外生的に定ま

るのではないことを意味している。つまり，•こ

うしたクラブ・サービスの位置づけあるいは分

類自体が，消費者需要における最適化問題を解

くことによってえられるのである。いいかえれ

ば，クラブ成員数が1である（純粋私的サービ

ス）か，社会の構成員の総数に一致する（純粋

公共的サービス）か，あるいはそれらの中間の

いずれかの数になる （一般クラブ・サービス）

か，がクラブ理論においては内生的に決定され

ることになる。

ブキャナン型クラブ理論

ここで，ブキャナンによって最初に述べられ

たクラブ理論に多少修正を加えたものを説明し

よう。これは，理論的一貫性を保つために修正

を加えた点を除いては基本的にブキャナン・モ

デルの考え方にしたがったクラブ理論であり，

ブキャナン型クラブ理論とよんでよいであろう。

第 49巻第 1• 2号

N人の個人からなる社会を考え，財の数をK

個とする。各個人は，消費にかんして完全に同

ーの選好をもつことが前提され，その意味で各

個人は同一消費者であると考えられる。すでに

述べたように通常の意味での K個の財は，ここ

ではすべてクラブ施設として解釈されることと

なり，各消費者はクラブに加入し，その操業費

を負担することをつうじてクラブ・サービスを

消費しうるものとする。有形非耐久財の消費も

もちろんこの例外ではない。この状況において

代表的個人は，なんらかの技術的または予算的

制約のもとで，その効用を最大ならしめるべく

行動するはずである。

k個の財の社会的需要量を物的単位で測定し

たものを X心＝1,2，…,K)であらわす。ふの

うち個人 i・U=l,2,…,N)が所属するクラブの

施設として利用される部分を功(i=l,2,…,N) 

とする。個人 iは平均的消費者であるので， K 

種のクラブ・サービスをすべて必要とするはず

であり， K個のクラブに同時に加入することが

あきらかである。 功を共同利用するために設

定されるクラブの成員数を n}と書くことにし

よう。この社会のすべての成員は同一の嗜好と

効用関数をもつという前提から，功のための

クラブと叫(lキi)のためのクラブは， 同一規

模のものとなるはずである。したがって， n}を

以下たんに n1U=l,2,…,K) と記すのがよい。

個人 iの効用をがで示せば，これは，個人 i

が共用するクラブ施設功(j=l,2,…，K)とそ

れらのクラブの規模 n1(j=l,2,…,K)の関数で

あると考えてよい。すなわち，

U‘.=Ut.〔（x{,n1), (a沿，n2),・・・, (xi, nk)〕（1)

と書くことができる。がの値は 2k個の変数に

よって定まるのであるが，それは功にかんし

ては狭義増加関数， njにかんしては狭義減少
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関数であると考えられる。つまり，微分可能性

の前提のもとで，

'rJui 
Uも＝ 如｝

u炉三
oui 
onj 

>o (j=l,2,・・・,k) (2) 

<O (j=l, 2, ・・・, k) (3) 

となる 6)0 uiはこれら 2n個の変数にかんして

凹性の性質をもつことを前提しよう。

次に， クラブ施設 n]．の供給について課され

るべき技術的条件は何であるかを考えよう。定

められた期間に利用可能となる資源が一定であ

るとすれば， 資源の完全利用下での財ふ(j=

1, 2,…,K)の供給は，ある変換式にしたがわな

くてはならないであろう。この制約条件が，

F(X1,X2,…，ふ）＝0 (4) 

と書かれるとしよう。 Fは Ui と同様に微分で

きるとされ， かつ

aF 
応，ニax;>o(j=l, 2, ・・・, k) 

となることが前提される。またFは，

(5) 

k個の変

数について凸であるとしよう。ところで財 xj

の供給必要量は， どのようなものであろうか。

すべての財は， クラブ施設として需要されるの

であるから，第j財について平均的個人iが加

入するクラブの施設量功は，通常個人 iを含む

多数の個人によって共用される。 したがって

ふの需要は， N功より大きくないことはあき

らかである。それは功にクラブの数 N/niを

乗じただけ供給されれば十分である。すなわち，

X戸
N.  

ni 
x; (j=l, 2, ・・・, k) 

となる 7)。これを(4)に代入すれば，

6) ブキャナンは，朽がきわめて小さい場合，っ
まり混雑が発生する以前の状態では叱＞0とな
ることがあると考えている（ブキャナン［l〕,pp.
7~8参照）。

7) 第j財が食料品のような非耐久消費物資であれ

ば， ni=lとなりふ＝N功が成り立つと考えら
れる。

心 Xi，羹喝，……，かり＝0 (6) 

(1)を(6)の制約のもとに最大にすることがここ

での問題であることがわかる 8)9)。 この条件付

最大問題における未知数は，いうまでもなく

x~, njであるが，解が満すべき関係を整理する

ことにより，

屹-=FXj/nj
ui Fx1/n1 

(j=l, 2, ・・・, k) 

些-=-E喜巴”i.l__
紘 FX1/n1 lnj U=l, 2, ・・・, k) 

(7) 

(8) 

がでてくる。第1財をニューメレールとしてこ

れらを解釈すれば次のようになる。 (7)は，個

人いことって第1財で測った第j財の限界効用

（左辺）が，

産費に，

おなじく第1財で測った第j財の生

これら 2財のクラブの規模の比 n1/ni

を乗じたもの （右辺）に等しいことを示してい

る。もし，第1財が純粋私的財であるならば，

定義上巧＝1であり，（7）は，

心＝化＝—袋I他の変数一定＞O
というかたちをとる。これは，公共財需要（わ

れわれの概念機構では公共施設需要）における

サミュエルソンの条件として知られている。(8)

の左辺は，第j財のクラブに成員1人が追加さ

れる場合に，個人iがこうむる限界不効用（第

8) ブキャナンは，われわれの記号で F〔（ヰni),
（喝，喝），……，（xi,n!)〕というかたちの制約式をも
ちいているが，この表現のもつ具体的意味につい
ては一切の説明をさけている。そしてそのことが，
ブキャナン論文の真意を多分に理解しがたいもの
にしたことは否定できない。おもうに，ブキャナ
ンのこの制約式は， 2つの択ー的方式で特定化す
ることができる。その 1つは技術制約式として解
釈する方法であり，他は予算制約式として解釈す
る方法である。 (6)が前者の解釈にしたがうもので
あることはいうまでもない。後者がどのようなも
のとなるかは後述する (57~60ページ）であろう
（ブキャナン（l〕,p.4参照）。
9) Fは x}(j=l,2,…,K)について凸となることが
たしかめられる。
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1財の限界効用で測った）である。これは，均

衡においては（8）の右辺すなわち第j財の生産

費の 1人分の節約に等しくなければならない。

(7)と(8)を結びつけることによって，施設の追

加がもたらす効用とクラブ成員の追加による混

雑が生み出す不効用との関係として，

ni位十X}Uも＝0

が成立することがわかる。

ブキャナン・モデルの図示

上述のクラブ理論の理解の便をはかる目的で

モデルの極端な単純化をおこない，かつその内

容を図示することを考えてみよう。平均的個人

の前提から，各個人の効用は等しいことがあき

らかであり，また，どの個人が所属する第jク

ラブの施設の規模も同一である (x}=x}, l~i, 

l~N) 。 そこで，以下本稿全体をつうじて簡単

化のために U'．をたんに Uと書き， X}をたんに

功と記すことにする。 さらに， この図示にお

いては1財だけが存在するものとし巧を Xで

あらわす。そして，これにかんして形成される

クラブ成員数をn（人）と記す。

個人iの効用関数は，今度は，

u=u(x, n) (9) 

というかたちをとる。クラブ1つあたりの施設

量は x, クラブ数は N/nとなるから，必要施

設総量は (N/n)xである。これを生産するのに

要する資源量は，（N/n)” の関数であると考え

られる。一方，利用可能な資源量を R(>O)で

示し，これを定数とすれば，生産量と資源量の

関係は，

R=f（釦） (10) 

とあらわすことができるであろう。これが(6)の

変換式の特殊形であることはいうまでもない。

ここで関数f~ま，生産関数の逆関数にあたるも

第 49巻第 1・ 2号

のであるから，微分可能性を前提するとき，

f'>O, f">Oの性質をもつと考えてよいであろ

ぅ。このクラブ・モデルの要点は，（10)の制約

条件のもとで(9)を最大にするという問題を考

えることである。

この最大問題の解が関数の定義域： o<x,1 

~n~N の内部で有限な値としてえられること

を前提すれば，次の 2つの条件が成立しなけれ

ばならないことがわかる。

,N 
Ux= —入f'=:!::

n 

,N 
nun＝入f-Z  

n 

(11) 

(12) 

ここで一入は，ラグランジュ乗数であるが，こ

れは解 (x*,n*)で評価された個人 iについて

の資源の限界効用に等しいことがわかる。すな

わち，

d 
—入＝一u(x*,n*) >o 
dR 

となる。このことを考慮すれば，（11)と(12)は

次のように解釈することができる。 (11)は，個

人 iにおけるクラブ施設尤の限界効用（左辺）

と”の限界単位について必要となる資源投入の

限界効用（右辺）とが等しいことを示している。

また(12)は，混雑がもたらすクラブ員全員の不

,N 
効用（左辺）が，資源の限界効用（入f万）で評価

した施設総量(”)の効用喪失分（右辺）に等し

いことを述べるものである。

ブキャナンは，（11)と(12)を，（n,x)平面に

それぞれ図示することを考えた。つまり (11)と

(12)は，この平面上でともに右上がりの曲線と

してえがかれるのであり，それらの交点こそ”

とnの均衡値を示すべき位置であるとしたので

10) ブキャナンによる図示は，示唆にとむ重要な貢
献であるが解析的な根拠を欠いており，そのグラ
フしま，きわめて大まかな直感によってえがかれて
いる。ブキャナンによれば(11)に対応する曲線は，
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ある10)。しかし，ブキャナンのこの図示法には

不正確な点が多く含まれているために，ここで

は採用しないこととし，かわって他の図示法を

試みることにしよう。

(11)と(12)から，

nu叶 Uxx=O (13) 

となり，また(10)によって， Xとnが正比例の

関係にあることが知られる。 (10)と(13)を図示

すれば図ー2のようになる。図ー2では，均衡の位

置は e点で示される。これが，（10)をあらわす

直線と効用無差別曲線 uuの接点であることは

一見してあきらかである。最適なクラブ規模は

Bであり，最適な施設の大きさはえとなる。

この均衡点が，資源 Rと総人口 N の変化に

ともなってどのように移動するかは効用関数u

と生産関数fの形状に依存して定まる。図で
N 

は，半直線： R=f戸）が資源 Rの増加（また

(12)に対応するそれと比べてn軸にたいして小さ
い勾配をもっとされる。しかし，このことは解析
的に確めることができない（ブキャナン〔l〕,p.10
参照）。

は総人口 Nの減少）によって 00'までシフト

する場合が示されている。 ここで e'は，あた

らしい均衡点をあらわす。しかし実際上は，こ

のようにつねに内点解がえられるとはかぎらな

い。境界点が最適になる例は，図ー2で e1点と

e2点であらわされている。いうまでもなく U1約

とU2U2は，それぞれの場合の選好の場の性質

をあらわす無差別曲線である。 e1点が最適で

あるとき（エUx+ nun;;;;O)は，このクラブの最適

会員数は 1であるから個人iがそれぞれ1人ク

ラブを形成することになる。約点が最適であ

るとき(”佑十nun~O) は n=N であり，社会

の総人口が単ークラブを構成するのである。

ブキャナン・モデルにおける択ー的制約条件

上に示したブキャナン型クラブ・モデルでは，

制約条件としてクラブ施設についての変換式

(6)が採用された。これにたいして， もう 1つ

の択ー的制約式としてクラブ・サービスの購入

にかんする予算条件を考えることができるであ

ろう。この(6)に代わるべき予算制約式は基本的
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に，

クラブ・サービスの供給総額二所得総額 (14)

のかたちをとる。すべての消費はクラブ・サー

ビスの購入として解釈されるのであるから，貯

蓄＝投資＝0という設定のもとで(14)の関係を

考えるとき，これはもちろん等号で成立しなけ

ればならない。クラブ・サービスは，クラブ

施設財ふ(j=l,2,…,K)をもちいて結成され
るクラブの操業をつうじて，その操業経費に等

しい価額で提供されると考えられる。個人iが

共用する施設巧を利用するクラブの費用を cj

(j=l, 2,…, K) と書けば，この第jクラブ・サ

ービスの価額は，巧とクラブ成員数 niの関数

であるとてよい。すなわち，

cj=CA％か（i=l,2,…,k) 

とあらわされる。ここで cjは，巧と niの増

加関数であると考えるのは自然である。しかし，

さしあたり簡単化のために， cjを巧だけの関

数としてとり扱うこととし，

Ci=CパXj)(j=l, 2,…，k) (15) 

と書くことにする。 Cパま巧の増加関数である

が，その限界費用は逓増することが前提される。

つまり，

C'（巧）＞0,C’'（か＞0(j=l, 2,…,k) (16) 

である。

クラブ・サービスの社会的供給総額は，どの

ようにあらわされるであろうか。クラブはK種

存在し，第jクラブの数は N/niである。したが
k 

ってクラブ・サービスの総額は，~- (N/ni)C比
j=l 

なる。そこで(14)を等号で示した予算制約式は，
k 

~. (N/nj)C凸）＝I (17) 
j=l 

と書かれる。ここでIは，所得総額を示す定数

である。そこで問題は， （1）を(17)の制約のも

とに最大にするというかたちをとることになる。

この問題にたいして，変数の定義域における内

第 49巻第 1・ 2号

点解が存在するとすれば，必要条件として，

竺L=Ci/nj (j=l, 2,…,k) (18) 
Ux, CUn1 

n土＝—言： （j=l,2,…,k) (19) 

という関係がえられる。これは，すでに示した

(7), (8)の条件に対応するものであり，その内容

もほぼ同様の観点から解釈することができる。

次に，単一のクラブ施設財Xだけが存在する

場合をとり上げよう。この場合は，（N/n)C(x)

=Iという制約のもとに u=u(x,n)を最大に

することが問題になる。解は，

Cu叶 nC'un=O ・ (20) 

NC-In=O (21) 

を解くことによって求められる。この関係を

(n,x)平面に図示すれば，図ー2のようになる。

この図は，図ー2にくらべて制約条件(10)が(21)

によっておきかえられている点を除けばなんら

異るところはない。すなわち e,e'は内部最適

点であり， e1,e2はそれぞれ境界最適点をあら

わすのである。

エが純粋公共クラブ施設であるとすれば，ェ

を利用するクラブによって提供されるサービス

は，任意に多数の個人によって全く混雑現象を

ともなうことなく消費されるであろう。このき

わめて極端なケースでは，％＝0であり，図ー3

でいえば的点が最適となる。他の極端な場合

として Xが純粋私的クラブ施設であるときは，

Un=+ooとなり， e1が最適点である。ここで

一般に(20)が成立しない境界最適点の場合を除

き，内部最適点の存在が保証されている場合に

ついてだけ考えてみよう。

クラブ施設量 Xとクラブの成員数nの最適値

は，いうまでもなく所得総額 (I)と当該社会の

総人口 (N)の関数である。 Xとnの最適値が
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IとNの変化によってどのような影響をうけ

るかを知るために， （20)と(21)を Jまたは N

で微分し，整理すれば，

[C'u叶 Cuzz+n:;:”+nC’u”ZCuェ叶C/U1叶 nC’u]［：］［l 
［叫Cu叶 n:；：叶nC’u”ZCu□C/UI”+nC’u"”II:。]［° 

となる。これらを解けば，

訳―CI

竺＿n（Cuzn+C’u叶 nC’u””)
aI ＝ 4 

匝し二n(C'佑＋Cum+nC’%＋nC'um)
OI 4 

如 C(Cu.:!!_ +Q:__un +nC'Unn) 
oN ＝ 4 

On C(C’u叶 Cuzz+nC'’un--tnC'u五）
oN ＝一 4 

(22) 

(23) 

(24) 

(25) 

がえられる。ただし，

4三：
|C’u叶 Cum+nC'’%＋nC’unz Cuzn+C’%＋nC’unn 

N C'-I|  

である。 を考えよう。このとき Unx,Unnもまたゼロに近

ここで，のが純粋公共クラブ施設に近い性質 い値をとると考えられるとすれば，（22)-(25)

をもつ場合，つまり％がきわめて小さい場合 から，
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開～0,悦～0,開～一!j<o,

an C 
ON I >o 

という結果がえられる。ここで（～）は「ほぼ

等しい」ことをあらわす。また，同じ前提のも

とで(21)を考慮すれば，

O N 訳げ）～0
であることもわかる。これらのことから，公共

性の高いクラブ施設とそれを利用するクラブの

成員数nにかんして，定義域の内部で最適値が

えられるならば，次が成立することがわかる。

(a)クラブ施設の最適規模は，所得と総人口の

規模からほぼ独立である。

(b)クラブの最適成員数は，所得の上昇ととも

に減少する11)。つまり，人口が一定であれば所

得の上昇とともに最適クラブ数は増加する。

(c)最適クラブ成員数は，当該社会の人口が増

すにつれて増加する。

(d)最適クラブ数は，社会総人口の変化からほ

ぼ独立である。

3. クラブ理論の展開

クラブ財の諸形態

クラブ財は，すでにみたようにすべての消費

対象を含む概念であり，それは，消費にさいし

ての公共性の度合におうじて純粋私的財，一般

クラブ財，地方公共財，および純粋公共財に分

類される。これらを分類するもっとも基本的な

基準は，共用グループの規模であり，その規模

は，純粋私的財の場合もっとも小さく，グルー

11) ブキャナンは，所得水準の上昇がクラブ施設の
共用者数の減少をもたらすことを，アメリカの農
村における機械設備の共用状況の歴史的変化を例
にとって説明している（ブキャナン［l〕,p.12,
footnote 1参照）。

第 49巻第 1• 2号

プの成員数は1であるのにたいして，純粋公共

財の場合は，その成員数は当該社会の総人口に

一致するのである。一般クラブ財と地方公共財

の共用グループの規模は前2者の中間であるが，

地方公共財の場合のそれは，一般クラブ財にく

らべてはるかに大であることはいうまでもない。

地方公共財と純粋公共財の共用グループとして

のクラブは，とくに共同社会 (communi ties)と

よばれることが多い。この意味では， クラブ形

成の理論は共同社会の最適規模を定める理論を

含んでいるのである。

大まかに分類されたこれら 4種のクラブ財を

区別するもう 1つの基準は，それらの供給にさ

いしての費用補償方法 (financing)の相違であ

る。まず純粋私的財の場合は，その財貨・サー

ビスの，消費者個人による排他的獲得がそのま

ま消費活動となることから，消費者の支払うべ

き対価は，通常の意味での財貨・サービスの価

格である。それに対して一般クラブ財の場合は，

クラブ成員の負担する支払いは，料金または会

費というかたちをとる。さらに，地方公共財と

純粋公共財の場合の経費補償は，住民への租税

の賦課をつうじてなされるのである。

どの種類のクラブをとり扱うにせよ共通の課

題となるのは， クラブの規模を理論の内部で決

定するということである。しかし他方， クラブ

の規模が1人から社会総人口にまでわたる多様

性をもつことと，上述のようにクラブの形態に

おうじて経費補償方式に差があることから，そ

れぞれの分析目的に適したクラブ・モデルが設

定されることになるのである。そのような場合

に注目されねばならない問題点の 1つとして，

ここで一般クラブ財の分析における人為的排除

可能性の問題を説明しよう。この種のクラブ形

成の理論的有効性は，消費における外部性を，
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料金または会費を実際に負担するクラブ会員の

範囲に限定することにあるといってよい。一般

クラブ財の供給を目的として結成されるクラブ

にかんする理論は，この意味でブキャナンが指

摘するように，本質的に「最適排除 (optimal

exclusion)ならびに最適包含(optimalinclusion) 

の理論」12) の性格をもつのである。この種のク

ラブの規模をn人とするとき，そのn人の範囲

では非排除性は完全であるのにたいして他の人

々はこのクラブ・サービスの利用から完全に隔

離されることが想定されるのである。にもかか

わらず，このような完全排除境界の設定が実際

上可能であるかどうかが疑わしい場合が少なく

ない。この排除可能性は，そのクラブの操業に

かんする技術的・物的条件に依存するだけでな

く，法律的・制度的条件にも大きく左右される

と考えねばならない。水泳プールの操業を例に

とれば，その利用をクラブ会員だけに限定し，

非会員の利用を完全に排除するためには，柵を

設け，監視員をおくことが必要となるであろう。

また，この排除を有効におこないうるためには，

公共福祉などの観点から会員以外の人にたいし

て水泳プールを開放するといった措置が講じら

れることがあってはならない。ある種の公共サ

ービスについては，利用者を制限することがき

わめて多額の費用をともなうか，あるいは技術

的に不可能な場合がある13)。たとえば放送事業

によって提供されるサービスの場合，その利用

をある人数の人々に制限することは不可能とお

もわれる。したがってそのサービスの共同利用

を目的とするクラブに・たいしては， フリー・ラ

イダー（あるいは当該サービスの周辺住民への

12) ブキャナン〔l〕,p.13参照。
13) クラブ・モデルヘの排除費用の導入については，
オークランド［7〕,pp.35lrv355を参照。

スピル・オーバー）の出現が避けられないこと

となり，この種のクラブ形成は結局不成功に終

らざるをえないのである。

クラブ・サービスの表示と効用関数

代表的消費者（あるいは平均的消費者） i 

(1ニi二N)の効用が依存すべき変数はどのよう
にあらわされるべきか，がここで問題となる。

ブキャナン型効用関数は，（l）にみられるように，

u=u〔（功，n1),(花,nふ…，（匹，巧）〕と書かれ

ていた。 （ただし， 代表的消費者を想定する場

合は，消費者の番号を示す上方添字を省くこと

にする。） しかしこれは， クラブ処理にもとづ

く消費者行動を説明するのに適切な効用関数で

あるとはいえない。なぜならば消費者 iの効用

を決定するものは， K種のクラブ・サービスの，

消費者iによる消費量と各クラブの混雑性指標

とでなければならないからである。これら 2種

類の効用決定要因はどのようなものであろうか。

(1)クラブ・サービス消費量。これは，平均的

個人がクラブ施設（功）を利用する頻度，また

は利用する時間の長さによって示されると考え

てよい。この数量を町(j=l,2,…,K)であらわ

すならば，消費者としてのその個人は，クラブ

・サービスの組 (V19%…， Vk)を購入すること

になる。

(2)混雑性指標。個人の効用を低下させる効果

をもつ混雑性指標としての変数には， 2つのも

のがあると考えられる。それらは，（a）クラブ・

サービスの消費総量と，（b）クラブ施設量（ある

いはクラブ施設規模）である。クラブ・サービ

スの消費総量とは，当該クラブの成員全体によ

って施設が利用される延回数（または延時間）

のことであり， n凡 (j=l,2,…,K)と書かれる。

次に，クラブ施設量が増大するにつれてその施

設について結成されるクラブの混雑は緩和され
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る，という事実に注目しよう。つまり， クラブ

施設巧は，混雑緩和要因（あるいはマイナス

の混雑要因）である。

以上の諸点を考慮に入れて代表的個人の効用

関数を構成すれば，

U=U〔（巧，v1,n凸），…，（巧，vk,nk叫〕（26)

と書かれる。この場合，第j番目のクラブの数

は N/niとなり， 第j番目の施設の総量を xj

で示せばふ＝（N/nり巧となる。

代表的個人の最適化行動

ブキャナン・モデルでは，完全に同一の嗜好

と生産性をもつ個人の集りとしての社会が想定

されており，そのなかの代表的（あるいは平均

的）個人の効用を最大にするクラブ構成が検討

されている。 このような同一消費者 (identical

consumer)あるいは同一個人 (identicalindivi-

dual)の前提に立った個人の行動の最適化が，

クラブ・サービスの消費におけるパレート最適

性をあらわすことは疑う余地がないとおもわれ

る。しかしこの接近法の限界は，その方法が，

消費者の集りとしての，いわば同質な社会にお

けるクラブ形成の分析にしか適用できないこと

である。社会が現実にそうであるように，異質

な個人の集りとしてとらえられねばならない場

合，つまり社会が生産性や嗜好の点で差異のあ

るいくつかの型の個人の集りであるとみられる

場合，そこで形成されるクラブは，当然2つ以

上の型の個人を混合した成員をもつことになる

であろう。このような異質社会におけるクラブ

の構成については，どのような分析法がもちい

られるべきであろうか。この場合は，それぞれ

のタイプの個人のグループから平均的個人をえ

らび，そのうちのあるタイプの平均的個人の効

用を，他のタイプの平均的個人の効用を不変に

保ちながら最大にするという方法がとられるこ

第 49巻第 1• 2号

とになる。この手段で導びかれたクラブ分割が

パレート最適性を保証するものであることは，

通常の場合簡単に確めることができる。

上記の 2通りの方法によって導びかれた最適

性条件のいずれを採用するにせよ，それからえ

られる解は，クラブ理論においてしばしば強調

される「整数問題」からのがれることはできな

い。ここで「整数問題」とは，解としてえられ

る，任意のクラブの成員数 (n/）ならびに，総

人口をクラブ成員数で除した値であるクラブ数

(N/n1)のすべてが整数でないとき，それらの

非整数の数値をどのように解釈し，処理すべき

か，ということである。この問題はある種の場

合には重大視されねばならないが，ここではと

り上げないことにする14)。

ブキャナン以後のクラブ理論の展開を考える

とき，大きくわけて 2つの基本的流れがあるこ

とが注目される15)。第1の型の理論は，ブキャ

ナン・モデルによって代表される，任意の同一

個人の効用最適化を求めるものである16)。この

型の理論では，任意の個人（同一性の前提を満

たす個人）の消費における選択行動が他の個人

の行動からまったく独立にとり扱われ，その主

観的最適化行動をつうじて，その個人の属すべ

きクラブの施設の大きさとメンバーの数が決定

されるのである。この意味でこの種のモデルは，

分権的消費者選択理論に立脚すると考えられ，

その定式化からあきらかなように，その場合は

各個人がすべての種類のクラブに同時に所属し，

すべての種類のクラブ・サービスを同時に消費

14) この問題は，ング〔6〕によって積極的に追求され
たが，その成果はきわめて不十分なものである
（ヘルプマン＝ヒルマン［5〕,pp.293""294参照）。
15) この指摘については，ヘルプマン＝ヒルマン［5〕,
p.295を参照。 • 
16) この方向でのクラブ理論の展開の例としては，
バーグラス〔2〕,［釘，〔4〕などがあげられる。
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表ー1 クラブ財を含む勘定行列

1 

クラブ施設勘 I 
1 ※ 

定 ll 2 ※ 

生産勘定

生 I 5 N 
消費勘定 産要素勘定—--―- 元r1R{，

II 6 N ―n1 r2m1 

消費者勘定 |7I 

するという結論がえられる。なぜならば，もし

その個人がいずれかのクラブに参加しないので

あれば，同一個人の前提からその種のクラブで

は社会全体をつうじて成員ゼロとなるからであ

る。

第2の型の理論では， クラブによる共用処理

をつうじての効用最大化は，任意の個人の独立

の選択行動によってではなく，第3者的計画者

の立場から客観的になされる，という考え方が

とられる。この場合は，技術的あるいは予算的

制約条件のもとに社会的厚生を最大化するとい

う問題設定がなされ，それにもとづいてクラブ

の規模が導びかれるのである。この方法は，ぃ

わば集権的なクラブ・サイズの決定法ともいう

べきものであり，それによれば，任意の第jク

ラブにかんしてその社会の全構成員 (N人）が，

社会的厚生最大化の観点から巧人のクラブ成

員と (N-ni)人の非成員の 2群に分割される

ことになる17)0 

4． クラブ・モデル

クラブ財を含む経済循環

クラブ・モデルを構成するための準備として，

17) この方向でのクラブ分割問題の展開の 1例は，
ヘルプマン＝ヒルマン〔5〕に示されている。

2 

※ 

※ 

3 4 5 I 
N 
-n-1 P41屯

N 
—n2 Pm屯

N 
-:;;;-n1 r1Rf1 

N 
-n-2 rlRg 

N 
-n1 -rふ埒

N 
―n2 r2R品

ここでクラブ財（クラブ・サービス）を含む経

済循環を明示しておくことが必要である。われ

われは，すでに述べたようにすべての個人消費

をクラブ財の消費とみなしたうえで，あたらし

い消費者需要理論の基礎とするのにふさわしい

マクロ経済循環をえがきだすことを考えよう。

消費の対象としてのクラブ財の供給は，各クラ

ブ施設を利用するクラブの操業をつうじてなさ

れる。クラブ形成の中核としての役割をはたす

各クラブ施設は，与えられた資源（以下では本

源的生産要素またはたんに生産要素ということ

が多い）の投入によって，一定の技術的制約の

•もとで生産される。消費者は，その保有する資

源（生産要素）をクラブ施設の生産プロセスとク

ラブ財の生産プロセスにそれぞれ提供すること

から所得をえて，それを全額クラブ財の購入に

充てる。消費者が生産プロセスからの支払いと

してえた所得の一部は，租税の徴収と社会保障

給付をつうじて消費者間で再分配されるであろ

ぅ。ただここで考える経済循環では，所得から

の余剰である貯蓄と生産物からの蓄積である資

本形成はともに存在しないものとする。

このような経済循環を，簡単な勘定システム

をもちいて表示してみょう。上に述べた前提か

ら，この循環は蓄積プロセスを欠いているため，
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その勘定システムは生産勘定と消費勘定だけか

ら構成される。このシステムを勘定行列のかた

ちで示せば表ー1のようになる。この表では，生

産勘定はクラブ施設勘定とクラブ財（クラブ・

サービス）勘定に分割され，他方，消費勘定は，

生産要素勘定と消費者勘定から構成されている。

ここでは表示の簡単化のために， クラブ施設と

それに対応するクラブ・サービスの数は 2,生

産要素数も 2であるとする。また，理論のこの

段階では租税などによる所得の再分配をモデル

に導入しないことから，表ー1の消費勘定のサブ

アカウントとなるしまずの再分配勘定は省略され

ている18)0 

この経済循環を表示するためにもちいられる

記号を次に示す。ただし表一1に示されている記

号は， k=l=2とした場合をあらわしている。

N 総人口

K クラブ施設数， クラブ財の数（＝クラブ

数）

l 生産要素の数

X; (i=l, 2, ・・・, k)第 iクラブ施設の規模

n; (i=l, 2,…,l)第 iクラブの成員数
V; Ci"=l, 2,…,K)代表的消費者による第i
クラブの利用回数（または利用時間数）

R{i U=l,2,・・・,l),'(j=l,2,…, K)第jクラ

ブ施設の生産に投入される第 i生産要素

の数量

Rfi U=l, 2,…,l), (j=l, 2,…，K)第jクラ
18) 表ー1の各勘定の収入（行和）と支出（列和）が

バランスすることは，勘定システムの設計につい

ての上記の前提と以下に示す各記入項目の定義か

らあきらかである。ただ注意するべき点は，クラ

ブ施設勘定相互間の取引が（※）印で示されてい

ることである。ここでは通常の意味でのすべての

生産物がクラブ施設としてとり扱われることを考

慮するとき，（※）印の個所は，生産プロセス内部

で発生するすべての投入産出フローを表示するこ

とがあきらかである。

第 49巻第 1• 2 号

ブの操業に投入される第i生産要素の数

量

Px, (z'=l, 2,…,k) x,．の価格

加 (z'=l,2,…,k)街の価格（またはむの
単位あたり料金）

r; (z'=l, 2,…,K)第 i生産要素の価格
I; (z'=l, 2,…,l)第 i生産要素の投入から

発生する 1人あたり所得

消費者全体の収入は，第1生産要素の販売か

らの所得 (NI1) と第2生産要素の販売からの

それ (NI2)の合計である。 NI1 vま， クラブ施

設の生産のための生産要素投入額（ぎr1Rft+
n1 

N —r品とクラブ・サービスの提供のための生

;1要素；入額（か涸＋岱遁）との和とし
て示される。 NI2も全く同様にあらわされる。

代表的個人としての消費者の収支均等は，

I叶 I2=P砂1+Po,v2

と示される。

一般化されたクラブ・モデル

代表的消費者の効用関数が(26)のかたちをと

るものとする。したがって代表的消費者の効用

Uは3k個の変数の関数である。n;(i=l,2,…,k) 
は，第iクラブの成員数であり，その変域は，

l~n;~Nなる実数であるとする。 (26) は 3k 個の

変数について必要な回数微分可能であり，かつ

Ou Ou -->0, — >0,. au 如i/ v, OV; / v, a (n西） く0(27) 

であることを前提する。 また，関数Uは 3k個

の変数に関して凹性をもつものとする。

次に，クラブ施設の生産関数を示さねばなら

ないが，ここでは各施設 x,•(i=1,2,…, K)は，

生産要素 R{(z'=l, 2,…,l)を投入することによ
って結合的に生産されると考える。この

(R{, Rf, …,R{)• (¾xi, ¾x2, …，かり
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という変換を陰関数のかたちで，

F（心，ど花，…ぎ
nl n2'nk 

匹， R{,Rf, …,R~) 

=O (28) 

と書くことにしよう。この関数Fは，（k+l)個

の変数に関して必要な回数だけ微分できるもの

とし，その偏導関数について，

OF OF 
a((N/n泣、•) OR{ 
>o, ~<O (z"=l,2,…,k) 

(29) 

が成り立つことが前提される。またFは，（k+

l)個の変数について凸であるとする19)。

われわれは，つづいてこれらのクラブ施設の

利用を目的として形成される各クラブの操業が，

生産要素の投入を必要とするという点に注目す

る。各クラブは， クラブ施設 Ziを排他的に購

入・管理し，クラブ・サービスをその成員にた

いして提供する。表一1の第3，第4の勘定の記

録からあきらかなように，各クラブは，クラブ

施設を購入し，さらに生産要素を投入すること

によって， クラブ・サービスを生産するのであ

る。このクラブごとの，社会全体をつうじての

生産総額は，表ー1では NP砂 1 と NPv必で示

されている。各クラブについてみれば，この生

産プロセスは一般的に，

(”i, R6, Rg,…,R,9)→(n砂 (j=l,2,…,k) 
と書くことができる。ここでは，この投入・産

出関係を書きなおして，各生産要素にたいする

需要を他の変数の関数としてあらわすことを考

える20)。このとき，第jクラブの操業に必要な

第i要素の投入量 R8は，功と njVjの関数と

して，

19) (28)は，その左辺が非正であるという表現でお
きかえる方がより一般的である。しかしここでは
効用関数の狭義単調性を考慮したために不等号の
使用を避けている（オークランド〔7〕,p.352を参照）。
20) ここではこの書きなおしが可能であることを仮
定する。

R,9=Sり（Xj,nj町） （z"=l, 2,…,l), (j=l, 2,…，k) 

(30) 

と書くことができる。すべてのクラブを操業す

るために必要な第i生産要素を Rfであらわせ

ば，

N N 
応＝一Sil(xi,n1巧）＋……十―-S叫硲，nk心
nl nk 

(i"=l, 2, ・・・, l) (31) 

となる。例によって関数Sijは， 2つの変数に

かんして微分可能であること，および導関数の

符号は，

OSij aSii 
>o, 

如j 0(n西）>o (z"=l, 2, ・・・, l), 

(j=l, 2, ・・・, k) (32) 

となることが前提される。

第i生産要素の供給量は一定であるとし，こ

れを R;で示せば，この要素についての需給均

等は，

K N 
R{+2-Sり(Xj,n砂＝R;U=l, 2,…,l) 
j=1 nj 

(33) 

と書くことができる。そしてこのクラブ・モデ

ルは，（26)を(28)と(33)の制約のもとで最大に

するよ・うな変数年…，％加…，nk, 釘，…，Vk

の値を求めるという問題に帰着するのである。

最適条件

上記の条件つき最大問題を解くために，ラグ

ランジュ関数を構成すれば，それは，

L=L(xi,…,Xk,%…Vk, n1,…，nk,入）

=u〔（X1,v1, n1巧），（窃，V2,n西），…

…, （%vk, nk心〕

直［岱Xi,..羹％
K N 

R亡こ—-S1i(xj,n西），…
i=1ni 

…, RI-tぎsけ(Xj,nか］
j=1 nj 

(34) 
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となる。ここでれまラグランジュ係数であり，

ラグランジュ関数Lは，（3k+l)個の変数の関

数である。効用関数Uと制約条件関数Fは，と

もに 3k次元のユークリッド空間の正象限で定

義されていると考えられる。また Uは，この正

象限に含まれる， F=Oを満す部分集合の開核

上で極値をとるものと仮定することにする。こ

の場合， Uが極値をとるための，よく知られた1

階の条件は
oL 
=O, 
oL _ oL 

，函；玩―=0,玩＝0(z"=l, 

2,…，K)である。これらを計算すれば次のよう

になる。

n西＝入N(F;-Fk+lSli -Fk+2S粁ー…

…-Fk+1S{i) (z" = 1, 2,…,k) (35) 

Uv、=—入N(Fぃ睾＋恥S炉‘.+…

+Fk+IS~i)-Ucn,v,)ni (z"=l, 2,…，k) (36) 

n,•V氾Cn 、v、)=—入N{F;計＋Fk+l
ni 

(s氏—i叫＋……＋恥(s瓢’•V，ーかり｝

(z"=l, 2, ・・・, k) 

F［心，……互
n1 ’ nk 

Xk, 

K N 
R亡こ一S喧 j,n西），…
j=1nj 

(37) 

K N 
…,R1―j苔fslj(x;,n砂］＝0. (38) 

平均的消費者の効用 Uの最大値を与える変数：

”19%…,Xぶ V19砂，…，加； n1, n2,…，nkの最適

値は，方程式(35)-(38)を解くことによって求

められる。ただしここで， uXi,uvi, U⑥v、)（i"=l,

2,…,K)は，効用関数 Uのそれぞれの変数につ

いての偏導関数をあらわし， F,• は同様に第 i 番

目の変数にかんする偏導関数である。また， se
とSりは， クラブ択業についての生産要素需要

関数 Siiの第 1あるいは第2の変数にかんする

偏導関数を示す。

これらの条件のもつ経済的意味を検討するた

第 49巻第 1• 2号

めの準備として最大効用が，このモデルに含ま

れるパラメーターにどのように依存しているか

を示そう。この最大問題に含まれるバラメータ

ーは，本源的要素（資源） Rパt"=l,2,…，l)と総

人口 Nである。最大効用を u*で示せば，

au* 
OR,• ＝—入Fk+i U=l, 2, ・・・, l) (39) 

>: =(—入）（：：凡＋……＋兒Fk
k sli k slj 

-Fk+l五元―……-Fk+l五元） （40) 

となる。(35)において，U心＞0,凡＞0,(Fk+h…， 

Fk+1) <o, (Sli,…,Sf)＞0であるから入＞Oが
au* 

わかる。したがって(39)から，訂翌＞0であり，

すべての種類の本源的要素の増加は，平均的個

人の最大効用を上昇させることがあきらかであ

る。次に，（40)の右辺において第2の（ ）の

中は正であるので， 悶悶<0がわかる。つまり，
総人口の増加は他の事情が一定であれば，個人

の最大効用を低下させるのである。ここで，っ

いでに技術的制約条件： F=Oから生産要素と

クラブ施設の間の限界代替率を求めれば，

恥 dR{
`｀．＝ dXJ1他の変数＝一定
U=l, 2, ・・・, l), (j=l, 2, ・・・, k). (41) 

N 
である。（ただし， X戸一巧である）。

ni 

さて，（35)に(39)と(41)をもちいれば，

n,•Uz、•=N(Sli ou* 1 oR1 十…

'au* I ou* dRf …+S`—＋詞叫他の変数＝一定）
(£=1,2,…,k), (l~j~l) (42) 

と書くことができる。 (42)の左辺は，第iクラ

ブ施設の限界効用にそのクラブの成員数を乗じ

たものを示し，その右辺は，その施設を生みだ

すための費用を全人口の負担する限界効用の総
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犠牲のかたちで示している。つまり，（42)の右

辺の（ ）の中をみれば，その最初の l個の項は，

第iクラブにおいて施設を1単位増強すること

により， クラブ操業上追加的に必要となるすべ

ての生産要素のもたらす機会限界効用の総和を

あらわしている。（ ）の中の最後の項は，第 1.

クラブ施設そのものを生産するために必要とな

る生産要素の限界単位が最大効用に与える影響

を測定する21)0 

同様にして，（36)から第iクラブ・サービス

の限界効用％は，

Uv,＝ぎ仇・SltOu*
0R1 ni 
十…

…+n、・Sタ, ou* ~)-ucn,v,)ni 

(i=l, 2,..., k) (43) 

とあらわされることがわかる。この右辺をみれ

ばすべての項がプラスであり，それらの合計が，

追加的1単位のクラブ・サービスが必要とする，

効用であらわした全負担を示すのである。詳し

くいえば，第iクラブ・サービス 1単位の追加

的利用が必要とする第1生産要素の機会費用は，

クラブ当り (nisy誓岱）で測られ， この機会費

用の全体は，これらをすべての生産要素にわた

って集計したものに，第iクラブの数 N/n,.を

乗じることによって求められる。 (43)の右辺の

最後の項は，追加的クラブ・サービス 1単位が

もたらす混雑の不効用を示している。

最適条件のもつ意味をさらに探るために，

(36)の両辺に約を乗じ辺々加えれば，

21) この最後の項にあらわれる生産要素 Rれま，他
の任意の生産要素でおきかえることが可能である。
なぜならば，（39),(41)から，

dR~ ou* 
dXi ORj 

=F;尤＞〇

となり，この右辺は添字jに依存していないから
である。

k n 
I; ViUv,= —入N(Fk+1 I; v,-S½i+… 
i=l i=l 

k _ k 

…+Fk+l t visダ）一 t;v氾（n;V洒 (44)
i :=l i=l 

となる。次に，（37)を辺々加えると，
k 

tlniViU(nゅ＝—入N[j1Fix,•上i=1 i=1 n、.
k 

+Fk+li~ (s杓，
1 ,-¼su)+······ i=1 n,• 

k 

+Fk+l五 (sダv,•—麟）］
となるが，（40)から，
k 

I; niv氾Cn,v;)=N
Ou* K 

aN 入N(Fk+lI; s此・+…i=l UlV i=l 
k 

…+Fk十心Sりvi) (45) 
i=l 

と書きなおされる。 (44)と(45)から，
k 

~ ViUv,+N 
ou* 
---＝0 i=1 ON (46) 

といぅ関係が導びかれる。これは，与えられた

総人口のもとでクラブ施設とクラブ・サービス

の最適供給が満すべき条件を示している。つま

り，本源的生産要素が与えられた数量にとどま

る場合，人口増加は，混雑が生みだす効果のた

めに代表的個人の最大効用の低下をもたらすの

であるが，その社会的限界不効用(N(ou*/oN)) 

は，その追加された 1人がK種のクラブからえ

ることのできるクラブ・サービスの限界効用の
k 

総和（I;V,%）に等しくなければならないので
i=l 

ある。

むすび

上述のクラブ・モデルは，消費の一般理論と

しての，クラブとクラブ財の理論の定式化の一

例にすぎない。このような考え方にもとづく定

式化については，すでにいく人かの論者によっ

ていくつかの択ー的方法が示されており（参考

文献として掲げたものはその一部である），そ

れらは，それぞれの分析目的にしたがって検討

が加えられている。本稿を閉じるにあたって，

それらの分析方向と問題点について一言ふれて
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おく。

(a)クラブ・サービスの評価をどのような機構

をつうじておこなうべきか，という問題がある。

これは，クラブ・サービスむの価格PVIをどの

ようにして決定するかということであり，それ

には，各クラブの収支均等が制約条件として採

用される必要がある。さらに，そのようにして

決定されるクラブ・サービス価格と競争市場を

つうじて形成される価格との差異が検討されね

ばならない。

(b)表ー1は， クラブ施設とクラブ・サービスだ

けを生産物と考え，その上ですべての中間生産

物はクラブ施設（中間生産物としてのサービス

を含めて）であり，すべての最終生産物はクラ

ブ・サービスであるとした場合の経済循環を表

示する勘定行列であった。このような循環が完

結したかたちをとるためには，クラブ・サービ

スのフローを含むすべての記録項目が評価され

た上で，各勘定の収支均等が確保されることが

必要である。

(c)本稿では，終始「代表的消費者」の前提が

採用されたが，社会が，嗜好と生産性を異にす

るいく種類かの型の個人の集団であるとすれば，

最適クラブ問題の定式化は上記のものとは異な

るかたちをとらねばならない。異なる型の個人

から構成される「混合クラブ」の形成における

最適化の条件は，当然同一消費者を前提したク

ラブ形成のそれとは異なるものとなる。

(d)クラブ理論をもっとも広義にとらえるとき，

それは，地方公共財と純粋公共財の理論をその

直接の拡張として含むと考えられる。ただし，

純粋公共財の場合は，（i）消費の対象となるサー

ビスの公共性（外部性）の度合が大きく，した

がって形成されるクラブ数が極端に少ないこと，

(ii)一般のクラブの場合と異なり，租税の徴収を

第 49巻第 1・ 2号

つうじてクラブ操業費がまかなわれること， tこ

特徴がみられる。

(e)また，地方公共財の分析にさいしては嗜

好•生産性を異にする異質の住民が想定される

のが通常である。これらの異質住民にたいする

租税政策の効果は，住民がクラブの特殊な形態

としてのコミューニティー相互間を移動するこ

との難易，その移動に要する費用などを基準と

して評価されねばならない。

参考文献

〔l〕 Buchanan, J.M., "An Economic Theory of 

Clubs", Economt"ca, 32, pp.lrvl4, 1965. 

〔2〕 Berglas,E., "On the Theory of Clubs", The 

American Economic Review, Papers and Proce-

edings, 66, pp.l16rvl21, 1976. 

〔3〕 Berglas,E. and D. Pines, "Clubs, Local Public 

Goods and Transportation Models", Journal of 

PubHc Economics, 15, pp.14lrvl62, 1981. 

[4〕Berglas,E., "The Market Provision of Club 

Goods Once Again", Journal of Publz'c Econo-

mics, 15, pp.389rv393, 1981. 

[5〕Helpman,E. and A. L. Hillman, "Two Remarks 

on Optimal Club Size", Economica, 44, pp.293rv 

296, 1977. 

[6〕 Ng,Y. K., "The Economic Theory of Clubs: 

Pareto Optimality Conditions", Economica, 40, 

pp. 29lrv298, 1973. 

(7〕Oakland,W. H., "Congestion, Public Goods and 

Welfare", Journal of Publz'c Economics, 1, pp. 

339rv357, 1972. 

(8〕 Samuelson,P.A., "The Pure Theory of Public 

Expenditure", The Revz'ew of Economz'cs and 

Statz'stz'cs, Vol. 36, pp. 387 rv389, 1954. 

(9]—,“Diagrammatic Exposition of a Theory 

of Public Expenditure", The Revz'ew of Econo-

mz'cs and Statz"stz'cs, Vol.37, pp.350rv356, 1955. 

[10〕一， ‘‘Aspectsof Public Expenditure Theories", 

The Revz'ew of Economz'cs and Statz'stz'cs, Vol.40, 

pp. 332rv338, 1958. 

-68-




